
【第３回】
2020年12月1日に、当事務所主催の独占禁止法プラクティス・グループ［独禁
法セミナー 第3回］において、南部利之アドバイザーと向宣明弁護士が進行
役を務めました。

テーマ：フィンテックを活用した金融サービス事業と競争法・政策上の諸問題

第1部講師：籾田高志氏
（元公正取引委員会事務総局課長補佐）

第2部講師：神田 潤一氏様
（株式会社マネーフォワード執行役員、一般社団法人Fintech協会理事）



公正取引委員会『QR コー
ド等を用いたキャッシュレ
ス決済に関する実態調査報

告書』について
籾田 高志

※個人の意見を発表するものであり，発表者の過去・現在の所属は本発
表の内容と関係ありません。



１．フィンテックを
活用した事業と競争

法上の問題点



フィンテックを活用した金融サービスの向上に向け
た競争政策上の課題について（令和2年4月21日）

公正取引委員会は，
①銀行API
②キャッシュレス決済
の2本の調査報告書を公表
（以下，本発表で引用する資料の出典は，
特に断りのない限り，同資料に基づくものとなります。）



調査モチベーション

〇競争当局の役割
公正かつ自由な競争の促進が期待される分野における競争環境の整備を通じた，金融分
野における事業者間の競争の活発化や利用者にとっての選択肢の増加、利便性の向上の
実現

（参考）成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日）
「金融分野については、利用者の利便や地域経済の維持・発展を図る観点から、新たな
テクノロジーを活用した異業種を含む新規参入を促進するための規制改革などの他の政
策手段についても併せて検討する」



国内政策情勢動向

銀行API関係 キャッシュレス決済関係
2017年銀行法改正
・銀行口座からの口座情報の取得は，R２年6月以
降，原則API経由による取得義務（コロナ禍により
10月に延長）
・銀行へAPI接続基盤の整備の努力義務

2010年資金決済法
・銀行以外の資金移動業者が100万円以下の為替取
引が可能に

2020年：資金決済法改正案：
・資金移動業者が100万円以上の資金移動が可能に。

キャッシュレス・消費者還元事業（2019
年10月～）
・コード決済を比較的利用する頻度が高いキャッ
シュレス決済とする消費者が2倍程度に増加（2019
年7月（17.7％）⇒2019年12月（34.4％）



Fintech領域における諸
外国競争当局の動向

国名 競争当局 概要
英国 競争・市場庁（旧公正取引庁） 1990年代以降，金融領域の競争政策推進のため，資金決済シス

テム・銀行API分野における実態調査，政策提言を実施

カナダ 産業省競争局 2017年に資金決済システム，銀行API等を含むFintech領域にお
ける実態調査を実施

豪州 競争・消費者委員会 2017年に，豪州生産性向上委員会と共同して，資金決済システ
ム，銀行APIに係る競争政策の推進を提言

欧州 欧州委員会競争総局 2020年以降，モバイル送金，API分野に関する情報収集を開始

中国 国家市場管理監督総局 2020年以降，中央銀行の懸念を受けて，Alipay 及びWeChat 
Payの市場取引に対する情報収集を開始



家計簿サービス等に関する実態調査報告
書の概要

①銀行と電子決済等代行業者間の取引
• 実態調査開始当初（2019年10月），銀行と電子決済等代行業者との
契約交渉は難航。

• 報告書公表時点では，契約締結期限に向けて，契約がまとまりつつ
ある。

• 一方， 取引上の地位が優越する銀行が，契約の見直しを行い，電子
決済等代行業者に正常な商慣行に照らして不当に不利益を与える場
合には，独占禁止法上問題となるおそれ。

②銀行とシステムベンダー間の取引
• システムの調達に十分な競争性が確保されることが望ましい。
• 既存ベンダーがシステムの仕様公開を拒むなど， 他社ベンダーによ
る受注を不当に妨害する場合には，独占禁止法上問題となるおそれ。



２．キャッシュレス
決済と競争法上の問

題点



調査対象分野・手法

〇キャッシュレス決済分野
- コード決済
- リテール決済インフラ
- 資金決済システム
に係る問題を指摘。

〇調査手法：
・アンケート調査，ヒアリング調査



コード決済の特徴

・加盟店手数料が比較的
安い決済方法
決済額の０～3.5％程度

・加盟店への出金サイク
ルは長め
多くの事業者が月１回・
月２回程度の出金



コード決済の取引フロー



入金フロー：「チャージ」とは？

①銀行の口座振替の一種
②リアルタイムに送金を行うため，リ
テール決済インフラを利用して実施
③ノンバンク事業者は口座振替を可能
にする銀行ごとに数百万ー数千万程度
の初期投資
④そのほか口座振替１件ごとに数円～
数十円の支払い



銀行とノンバンク事業者との取引関係

①利用者の収入は銀行口座に入
金されるため，チャージを行う
上では，何らかの形で銀行鋼材
にアクセスする必要
②銀行はノンバンクに対して
チャージサービスを提供する垂
直関係
③加盟店・利用者に対しては，
銀行自らもキャッシュレス決済
サービスを提供する競合関係



入金フロー：リテール決済インフラの状
況

・CAFISは，チャージを実施する
際に不可欠なインフラ
・ネットワークインフラであり，
規模の経済/範囲の経済を有する
・CAFISの取引量は大幅に増加し
ている一方で，従量制料金は10年
以上不変
・リテール決済インフラコストは，
銀行の接続料に転嫁されていると
の見解



出金フロー：振込取引

・ノンバンクのコード決済事業者による加
盟店への出金には，振込が利用
・他行為替においては，顧客（支払人，受
取人）と銀行との間の決済（対顧客決済）
及び，仕向銀行と被仕向銀行との間の決済
（銀行間決済）のそれぞれが行われる。
・振込において他行為替を行う場合は，全
銀ネットが運営する全国銀行内国為替制度
に基づき全銀システムが利用されている。
・全国銀行内国為替制度は，規模の経済性，
ネットワーク外部性，自然独占性を有し，
他行為替を行う加盟店への出金の際に事実
上利用が不可欠。



競争政策上の考え方



Copyright © 2020 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA）

指摘事項
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独占禁止法上の問題点
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リテール決済インフラ



デジタルマネーによる賃金支払いの解禁

• 政府内においてデジタルマネーによる賃金支払いの解禁に向けた検討が進められてい
る

• 資金移動業者のアカウント等，銀行口座以外への賃金振込は一部であっても制度上認
められていないところ，資金移動業者の登録を行っているノンバンクのコード決済
事業者が利用者の賃金等の収入を自身のアカウントに直接受け入れることが可能にな
れば，銀行口座に接続することなく，利用者に対してコード決済を提供することが可
能。
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銀行間手数料の見直し



資金決済システムのガバナンス・透明性



資金決済システムへのアクセスの開放



公表後のステークホルダの対応

ステークホルダ 時期 実施事項
全国銀行資金決済ネットワーク 2020年5月 ・次世代資金決済システムに関する検討タスク

フォースの設置
・銀行間手数料見直しの表明

NTTデータ 2020年6月 ・CAFISの料金見直し
2020年7月 ・ANSER parasol(API接続基盤)の料金見直し

未来投資会議 2020年7月 以下を盛り込んだ成長戦略フォローアップの策定
・銀行間手数料の合理的な水準へ引き下げ
・全銀システムへの優良なノンバンクの参加を認
めるべく、参加資格等について検討
・多頻度小口決済を想定した低コストの新しい資
金決済システムの構築の検討
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フィンテック、電子決済代行業の導入の経緯と
競争法の観点からみた実態

株式会社マネーフォワード 執行役員 神田潤一
2020年12月1日

独禁法セミナー資料
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自己紹介 2

神田 潤一（かんだ じゅんいち）
マネーフォワード 執行役員

1970年生まれ 青森県八戸市出身
1994年 東京大学経済学部卒業後、日本銀行入行。
釧路支店、発券局、国際局、金融市場局、システム情報局を経て

2004年より金融機構局で金融機関のモニタリング・考査を担当
この間 2000年 イェール大学院修了（国際・開発経済）

2011年～2012年 日本生命に出向

2015年～2017年 金融庁に出向
金融庁では、Fintechに関する法・制度企画や業界調整等を担当

2017年 8月末に日本銀行を退職
9月より株式会社マネーフォワードに参画
11月にFintech協会理事に就任（現在は常務理事）
12月にマネーフォワード執行役員に就任
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マネーフォワードについて
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弊社概要 4
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主要サービス 5

「お金を前へ。人生をもっと前へ。」のミッションのもと、個人向け・法人向け
の両方のサービスを展開。
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主要サービス① 自動家計簿・資産管理アプリ 6

2,650以上の金融関連サービスと連携。
お金の流れを自動で見える化。

ユーザーは平均月24,450円の収支改善を実感。
※2019年12月、自社アンケート調査結果より。改善額を回答した利用者1,573名の平均値。
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『マネーフォワードME』の基本機能 7

2,650社以上の金融関連サービス
に対応。金融機関対応数国内No.1 ※！

連携した口座から自動でデータを
取得、分類、グラフ化します。

レシートを撮影するだけで、
支出の内容が反映できます。

口座連携 レシート撮影

*当社調べ
(2018年10月末日時点)

利用者数は1,100万人を突破し、家計簿アプリシェアNo.1（注）。

（注）2017年03月23日～2017年3月27日、楽天リサーチ「現在利用している家計簿アプリ」
調査対象者：20～60代家計簿アプリ利用者685名

自動分類
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主要サービス② クラウド会計ソフト 8

MFクラウド会計

AI(人工知能）で
仕訳ルールを学習

3,650以上の口座から
取引データを自動取得

国内No.1 の対応数

わずらわしい会計作業を
自動化し、企業の生産性を

大幅に上げる

取引明細の自動取得 人工知能で学習 マルチデバイス

様々なデバイス上で
利用可能※

※2018年10月末日時点。当社調べ
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『マネーフォワード クラウド』の導入効果 9

• 利用ユーザーからの高い満足度、継続利用意向など好評価
• 生産性の向上及び事業コスト削減、経営改善の実感した、との声も

*1：2015年1月 自社ユーザーアンケート結果（n＝150） *2：2016年2月 自社ユーザーアンケート結果（n＝173）

『マネーフォワード クラウド確定申告』導入効果(*1) 『マネーフォワード クラウド請求書』導入効果(*2)

『マネーフォワード クラウド会計』の利用に関して (*3)

*3：2017年7月 自社ユーザーアンケート結果（n=186）
*4：「とてもそう思う」46％、「ややそう思う」45％の合算値
*5：「とても満足している」24％、「やや満足している」59％の合算値
*6：「とてもそう思う」16％、「ややそう思う」49％の合算値

91％
(*4)

引き続き使いたいか ご満足いただいているか 経営改善を実感したか

82％
(*5)

65％
(*6)

『マネーフォワード クラウド確定申告』の利用に関して (*7)

*7：2017年7月 自社ユーザーアンケート結果（n=534）
*8：「とてもそう思う」44％、「ややそう思う」46％の合算値
*9：「とても満足している」28％、「やや満足している」57％の合算値
*10：「とてもそう思う」15％、「ややそう思う」49％の合算値

91％
(*8)

引き続き使いたいか ご満足いただいているか 経営改善を実感したか

85％
(*9)

65％
(*10)
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フィンテック台頭の背景
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フィンテックとは？ 11

• 金融（ファイナンス）と技術（テクノロジー）の融合のことであり
• ITを活用した革新的な金融サービス事業を指して用いられることが多い

出所：金融庁講演資料
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「Fintech」の検索数の推移 12

米国

日本

出所：Googleトレンド

日本銀行→金融庁へ出向
（2015年8月）
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通信端末の普及カーブ 13

初代iPhone
（2007/1）

iPhone3GS
（2009/6）

X X

出所：H28情報通信白書より

携帯電話・PHS

パソコン
固定電話
スマートフォン

FAX
家庭用ゲーム機
タブレット端末

携帯音楽
プレーヤー
その他家電
ウェアラブル
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スマートフォン以前と以後＝ユーザーのニーズに直接応えるサービス 14

スマートフォン以前 スマートフォン以後

本を買う ケータイや手帳にメモしておき
本屋やパソコンから購入

その場で購入。
電子書籍ならすぐに読める

初めての
レストラン

地図と割引券を印刷。
事前に情報収集

最寄駅から場所を検索。
注文前後で口コミを確認

家電の購入 事前に様々なサイトを調べて
型番と値段をリストアップ

量販店で説明を聞きながら
価格比較サイトを確認

音楽 家で録音して
外で聴く

購入・ストリーミングで
いつでも欲しい音楽を

銀行口座の
残高照会

家に帰るか、銀行のATMか、
どちらか近い方

銀行や家計簿の
アプリでいつでも
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キャッシュレスと
オープンAPIの導入の目的
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未来投資戦略2017より 16

出所：首相官邸HPより
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キャッシュレスの国際比較 17

（出所）経済産業省「クレジットカードデータ利用に係るAPI連携に関する検討会（キャッシュレス検討会）」資料より引用
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キャッシュレス化の必要性 18

• 現金決済に費やされるコストは、消費者のためにも、企業のためにもならないコスト
• その店舗にとって「最後の1円」がなくなることの重要性は莫大であり、

経済成長の側面も踏まえて思い切った動きが必要

（出所）経済産業省キャッシュレス検討会第9回（野村総合研究所による発表資料より引用



© Money Forward Inc. All Rights Reserved

オープンAPIとは 19

出所：全国銀行協会「オープンAPIに対する銀行界の取り組み」（2019年10月18日）より
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日本におけるオープンAPIの取り組み（時系列） 20

出所：全国銀行協会「オープンAPIに対する銀行界の取り組み」（2019年10月18日）より
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なぜベンチャーとの協業が必要か？ 21

• コンピューター言語や開発インフラの変化で
開発コストは劇的に低下

• 次の「いい」サービスはだれにも分からない
→ いろいろなアイデアを試すのが近道

→ 当然、沢山失敗作がでてくる
→ 失敗が許容される組織・文化が必要

• 既存の組織では「失敗」はなかなか許容されない
→ 外部の組織が「チャレンジ」と「失敗」を担当

「オープンイノベーション」
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マネーフォワードMEの
収益構造
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HOMEドメイン（個人向け）の主な収益構造（2019年11月期） 23

売上高
（構成比） 内容

プレミアム
課金収入

10.7億円
（64％）

・月額480円（または年額5,300円）
・課金ユーザーは全体の約２％（約25万人）
・利用可能となるサービス

連携口座の一括更新、自動更新頻度アップ、
連携口座数が無制限（無料ユーザーは11件まで）、
資産・負債のグラフ表示、過去のデータと比較

メディア・
広告収入

6.0億円
（36％）

・くらしの経済メディア「MONEY PLUS」の広告収入
・「お金のEXPO」等のイベントの協賛金・参加費収入
・「マネーフォワード お金の相談」等の事業収入
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先行投資フェーズのためEBITDAは赤字が継続 24
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マネーフォワードの主な収益構成（2019年11月期） 25

• 法人・個人事業主向けサービスにおける収益： 約41.7億円
– 多くのアクティブユーザー＝課金ユーザーであり、

約1,000～5,000円の月額利用料を支払う
– セグメントとしては、先行投資が継続しており、赤字

• 個人向けサービス（主に家計簿）における収益： 約16.7億円*
– プレミアム課金（月額480円、合計約10.7億円）＋メディア・広告（約6.0億円）
– 無償ユーザーがほとんどであり、セグメントとしては赤字

（参考）家計簿サービスの収益構造（試算）
– 昨年度の利用者数は平均約800万人、１ユーザー当たりの月間収益を試算すると

仮にアクティブユーザーの割合（非開示）を50%と置くと・・・35円
30%と置くと・・・58円

– ３つの銀行口座に月間10回ずつ、合計30回アクセスするユーザーの月間コストは
１アクセス１円の場合・・・30円

２円の場合・・・60円
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ユーザーから見た参照系データ有償化の影響 26
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公正取引委員会の
実態調査報告書での
指摘について
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家計簿サービス等に関する公正取引員会の分析① 28

出所：公正取引委員会「フィンテックを活用した金融サービスの向上に向けた競争政策上の課題について（概要）」（2020年4月21日）より
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家計簿サービス等に関する公正取引委員会の指摘① 29

出所：公正取引委員会「フィンテックを活用した金融サービスの向上に向けた競争政策上の課題について（概要）」（2020年4月21日）より
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家計簿サービス等に関する公正取引員会の分析② 30

出所：公正取引委員会「フィンテックを活用した金融サービスの向上に向けた競争政策上の課題について（概要）」（2020年4月21日）より
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家計簿サービス等に関する公正取引員会の指摘② 31

出所：公正取引委員会「フィンテックを活用した金融サービスの向上に向けた競争政策上の課題について（概要）」（2020年4月21日）より
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API契約の現状
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金融機関とのAPI契約実績 33
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マネーフォワードにおける金融機関との連携（アプリ等の提供） 34
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本日のまとめ
（私見を含む）
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本日のまとめ（かなり私見を含みます） 36

 これまでの金融サービスは「提供する側の論理」で構築されていた
ー 仕様と料金は「銀行」と「ベンダー」が決定
ー その背景には、護送船団方式のもとでの横並び主義があった

（差別化や独創性は不要で、競争意識が弱かった）

 フィンテック、キャッシュレスは、ユーザーのニーズに沿って発展
ー スマホが金融サービスを大きく変えた
ー 「提供する側の論理」から「ユーザーフォーカスなサービス」へ
ー 多くのサービスと同様に、本来は価格はユーザーが決めるもの

 銀行のシステムはフィンテックやキャッシュレスに対応できていない
ー 「ベンダーロックイン」が長く、変化に対応できない
ー ユーザーのニーズに合ったコスト構造になっていない
ー 銀行側がベンダーのシステム要件をチェック・逆提案できない

つまり、フィンテックやキャッシュレス分野には、
銀行とシステムベンダーの関係における競争政策上の課題がある
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（連絡先）kanda.junichi@moneyforward.co.jp
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